
第４回 香川県新型コロナウイルス対策本部会議 議事概要 

 

日時 令和２年３月２３日（月）9:10〜9:35 

場所 県庁１１階知事第３応接室 

 

本部長（知事）開会挨拶 

新型コロナウイルス感染症対策については、２月２７日に本部を設置して第１回会議を開催

して以降、３月１０日に国において「緊急対応策（第２弾）」が示されたことを踏まえて、３月

１１日に第２回の本部会議を開催した。 

その後、３月１７日に県内で初めての感染者が発生した事態を受けて、県内での新型コロナ

ウイルスの感染拡大の防止と、安心で安全な県民生活の確保のために、同日、第３回の本部会

議を開催し、引き続き、県民の皆様への的確な情報提供を行うことと、総力を挙げて、迅速か

つ適切に対策に取り組むことをお願いした。 

このような中、国においては、緊急対応策のほか、３月１９日の専門家会議を踏まえた対応

が発表されている。 

これを受けて、庁内での速やかな情報共有を図り、さらに対策を推進していくため、今回、

第４回の本部会議を開催することとした。 

 

議題１「新型コロナウイルス感染症の最近の状況について」 

健康福祉部長から資料１及び資料２に沿って説明  

 

本部長発言 

県内での感染拡大防止に全力を挙げることはもとより、県民の皆様が不安に思うことのない

よう、引き続き、最新、正確な情報を提供するように。 

 

○「各部における対応状況等について」 

 

商工労働部長から県内の各相談窓口での受付状況について資料３（p.1）により報告 

 

交流推進部長から観光・交通関係への影響について資料３（p.3〜p.5）により報告 

 

教育長から県の教育委員会における対応について報告 

春休みの対応については、３月１７日に文部科学省から春季休業中の留意点についての通

知があり、また同日に県内で感染症の患者が確認されたことを踏まえ、現時点では春季休業

中の登校日の設定については、実施する場合の留意事項として、活動の際に座席の間隔を空

けることや、集合時間をずらすことのほか、手洗いやうがいの励行の徹底などに十分配慮し

て実施することとし、また、部活動については引き続き自粛することとしたいと考えている。 

この本部会議以降、これらの方針を市町教育委員会や県立学校に通知する。 

次に新学期等の対応についてであるが、文部科学省において、新年度を迎えるにあたって



の留意点も含め、学校活動再開の考え方等について、今週中に示されると聞いている。 

文部科学省の通知や県内の感染拡大の状況等を踏まえて、県教委としての対応方針を決定

したいと考えている。 

 

議題２「新型コロナウイルス感染症に関する県の当面の緊急対策について」 

政策部長から資料４に沿って説明 

 

本部長 

マスクについて、国からの配分がすでに一部始まっているが、健康福祉部から補足説明して

ください。 

健康福祉部長 

国の第 2 弾の緊急対応策で、サージカルマスクを国が一括して全国で 1,500 万枚を確保し

て、県を通じて医療機関に配布するというのがある。本県においては、先週 16日に、国の省庁

が保有しているマスクの一部、約４万枚が香川県に配布された。これを、17 日から 18 日に、

感染症指定医療機関、二次三次救急病院、休日当番医に配布した。 

今後、国から 18 万枚が今週中にも送られてくるということが予定されているが、これにつ

いては、医療機関の、備蓄量や１週間の使用見込み枚数等を確認しているので、優先度の高い

医療機関に対して配布をしていくことになる。一般病院、診療所、歯科診療所、調剤薬局を対

象としている。 

また、これに加えて、同じ国の第 2弾の緊急対応策で、再生可能な布製のマスク 2,000 万枚

を国が購入して、これを介護施設、障害者施設、保育所等の関係施設に、これは国から直接配

布することとされている。 

本部長 

国全体としては、各省庁の備蓄分が 250 万枚、メーカーから納入されるものが 1,500 万枚、

さらに布製のマスクで施設等へ配布されるのが 2,000 万枚、この三種類あるということでよい

か。 

健康福祉部長 

そう理解している。 

本部長 

今回取りまとめた県の緊急対策の実施にあたっては、各部で迅速に進めることはもちろん、

互いに関連する事業については部局間で緊密に連絡を取って、与えられた予算の中で最大の効

果が発揮できるようにしてほしい。 

また、近く、国が追加の緊急の経済対策を打ち出すことが考えられるので、国の動きも注視

しつつ、それに迅速に対応できるよう、可能な限りの対策を考えておくように。 

 

本部長閉会挨拶 

各部においては、今回とりまとめた緊急対策を速やかに実施するとともに、引き続き、部局

間で連携、相談し、県民生活や地域経済への影響を踏まえ、必要な対策に取り組むように。 

 


